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＜論文要旨＞ 
本論文の目的は，工場や事業所の製品原価計算について，その実態を明らかにすることである。

管理会計教育における製品原価計算の割合は依然として大きいにもかかわらず，近年，この領

域が研究者によって研究されることは少なくなってしまった。そこで本論文は，規範的な議論

ではなく，実証的かつ経験的な方法によって製品原価計算の利用目的と設計原理を探求する。

探索的因子分析の結果，製品原価計算の 5 つの利用目的が明らかとなった。また，これらの利

用目的と技術変数などが，製品原価の範囲，総合／個別原価計算の選択，原価情報の報告相手，

といった設計要素に影響を与えることが明らかとなった。 
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Abstract 
The purpose of this paper is to investigate functions and the design of product costing in factories by 
empirical method. Although product costing still occupies the large proportion of the education, 
management accounting researchers have not analyzed this area so much. Then, this paper explores 
various elements of product costing, using not normative methodology but positive and empirical 
methodology. Analyzed by exploratory factor analysis, we found five functions of product costing. And 
these functions and some contingencies effect significantly on the scope of product cost, the selection of 
process or job costing, and the selection of who to be reported. 
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1．はじめに 

 本論文の目的は，工場や事業所の製品原価計算について，その実態を明らかにすることであ

る。管理会計教育における製品原価計算の範囲は依然として大きいにもかかわらず1，近年，こ

の領域が研究者によって研究されることは少なくなってしまった2。もちろん，活動基準原価計

算(以下，ABC と略す)における間接費の製品への割り付けの問題は，その登場以来一貫して研

究者の関心の中心にはあった。だが，間接費配賦以外の製品原価計算が研究対象となることは

非常に少なくなってしまったといえる。研究においては「原価計算は管理会計分野において独

り取り残された領域」(廣本, 2008, p.1)という状態に陥ってしまったのである。 
 このような事態は，製品原価計算の研究成果が十分に蓄積したというよりは，原価計算から，

研究者の関心が離れていったことに起因すると考えられる。近年の研究対象は，原価企画のよ

うに研究・開発部門のような製造以外の他の職能へ，バランス・スコアカードのように業務的

というよりは戦略的な管理へ，組織間管理会計のように組織内ではなく組織間での管理会計実

務へ，といったように様々に拡大している(Luft and Shields, 2003; 加登ほか，2008)。しかし，

本当に原価計算は研究対象としての魅力や，研究成果を公表する意義を消失してしまったのだ

ろうか。 
 そこで本論文は，規範的な議論ではなく，実証的かつ経験的な方法によって製品原価計算の

機能と設計原理を探求する。ここで，規範的な議論を採用しないということは，『原価計算基準』

や教科書で書かれている製品原価計算の機能や設計原理などは経験的な検証を経ていない限り

有効ではない，という立場をとるということに他ならない(加登ほか，2007)。このようなアプ

ローチを，本論文では「探索的研究」と呼ぶことにする。 
 探索的な研究を進めるにあたって，本論文ではまず，工場や事業所といった単位で郵送質問

票調査を実施した。こうして収集されたデータをもとに，製品原価計算の利用目的を明らかに

するための探索的因子分析を実施した。これによって，製品原価計算の統計的に妥当性を担保

された利用目的が明らかとなった。また，これらの利用目的と技術変数などコンティンジェン

シー要因が，製品原価の範囲，総合／個別原価計算の選択，原価情報の報告相手，といった製

品原価計算の設計要素に影響を与えることが，一連の回帰分析によって明らかとなったのであ

る。本論文の分析結果は，部分的にはこれまでの製品原価計算の定型化された知識に疑義を投

げかけるものであり，それはまた，製品原価計算がいまだ研究領域として重要であることを主

張しているものでもあり，研究上も実践上も意義深いものとなったといえる。 
 このような主張を行うため，本論文では次のような順序で議論を進める。まず次節では，製

品原価計算の設計要素について，既存の文献がどのように主張しているのかを整理する。ここ

では，テキストなどで定型化された事実を要約することと，研究で検証されてきた知見を区別

して記述することにより，先行研究の残された課題を明示する。第 3 節では，本論文が採用す

る研究方法について述べる。第 4 節では分析結果を明示し，それについての議論を実施する。

第 5 節では本論文の結論として，発見事実の要約と，本論文の貢献及び限界，そして今後の研

究の方向性を示す。 
 
 



 

 2

2．文献レビュー 

 この節では，製品原価計算について，現在までにどのような知識がテキストなどで定型化さ

れており，また，どのような新しい知見が蓄積しているのかを明らかにする。まず，定型化さ

れた知識は，『原価計算基準』と直近時点で出版されているテキストの記述を整理することによ

って明らかにする。続いて，先行研究における新しい知見の蓄積については，いまだテキスト

などで定型化されていないものの，論文などで新しく明らかにされた製品原価計算の知識につ

いて整理する。その上で，文献レビューの結果として，経験的な調査が必要な原価計算の設計

要素として，「製品原価の範囲」，「総合／個別原価計算の選択」，「製品原価情報の報告相手の選

択」という 3 つを取り上げることを明らかにする。 

2.1. 製品原価計算における「定型化された知識」 
 わが国では，これまで数多くの原価計算のテキストが出版されてきた。表 1 は，2006 年から

2008 年の直近 3 年間にわが国で出版された原価計算の代表的なテキストである。これらを概観

すると，とりわけ 1962 年に設定された『原価計算基準』に強く影響を受けたものとなっている

ことがわかる。すなわち，原価計算の目的として，(1)外部報告のための財務諸表を作成する際

に基礎となる資料を提供する「財務諸表作成目的」，(2)外部に販売する製品の価格決定に対し

て必要な情報を提供する「価格計算目的」，(3)原価低減のために原価の標準を設定し，原価の

実際発生額を計算記録し，原価差異を分析し報告することを通じて，原価能率の増進に貢献す

る「原価管理目的」，(4)経営活動の様々な業務分野の活動を貨幣的に計画し，調整し，統制し

ていくために必要な情報を提供する「予算管理目的」，(5)製品，経営立地，生産設備など経営

の基本的事項の意思決定に際して基礎となる情報を提供する「基本計画目的」といった 5 つが

挙げられること(佐藤・福田, 2006; 清水, 2006; 小菅, 2007; 東海, 2007; 西澤, 2007; 上埜ほか, 
2008; 加登, 2008)や，原価計算のタイプとして，(1)複式簿記などの機構と有機的に結びつき毎

期継続的に製品単位あたりの原価を計算するといった「原価計算制度」と，(2)原価計算制度の

枠外で必要に応じて随時実施するといった「特殊原価調査」の 2 つに大別すること(清水, 2006; 
東海, 2007; 西澤, 2007; 加登, 2008; 廣本, 2008)などである。加えて，これらのテキストでの記

述の多くは，製品単位あたりの原価を計算する「原価計算制度」，すなわち，本論文で検討の対

象とする製品原価計算に集中したものとなっている。 
 

表 1 直近 3 年間の原価計算の代表的テキスト 
著者名(＊は編者名) 年代 著書名 出版社 

佐藤康男・福田淳児 2006 原価計算テキスト 中央経済社 
清水孝 2006 上級原価計算 第 2 版 中央経済社 
小菅正伸 2007 原価会計の基礎 中央経済社 
志村正 2007 基礎から学ぶ原価計算 東京経済情報出版 
東海幹夫 2007 会計プロフェッションのための原価計算・管理会計 清文社 
西澤脩 2007 原価・管理会計論 中央経済社 
上埜進・長坂悦敬・杉山善浩 2008 原価計算の基礎：理論と計算第 2 版 税務経理協会 
加登豊＊ 2008 インサイト原価計算 中央経済社 
廣本敏郎 2008 原価計算論第 2 版 中央経済社 
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 製品原価計算についてみてみると，特に，(1)「財務諸表作成目的」，(3)「原価管理目的」，(4)
「予算管理目的」がテキスト内で詳細に記述されている(清水, 2006; 西澤, 2007)。このことは，

わが国の『原価計算基準』が「原価計算制度」である製品原価計算を中心に規定しており，か

つ，そうした「原価計算制度」の内容が，「財務諸表の作成，原価管理，予算管理等の異なる目

的が，重点の相違はあるが相とともに達成されるべき一定の計算秩序」(『原価計算基準』2)
となっていることを反映したものである。これに加えて，わが国の『原価計算基準』では(2)
「価格計算目的」について明記していないが，「政府納入物件のように，製造原価などを示して

価格を決定するような場合は，まさしく経常的かつ複式簿記の機構と直接結びついたものであ

るから，制度原価計算に含まれると判断できる」(清水, 2006, p.5)というように，とくに製品原

価を基礎として価格を決定する場合を想定し，(2)「価格計算目的」が含まれるという記述も，

いくつかのテキストで見受けられる(清水, 2006; 上埜ほか, 2008)。 
次に，製品に集計される原価の範囲については，すべてのテキストで製造原価に集中したも

のとなっている。すなわち，すべての製造原価が形態別分類により材料費(素材費，買入部品費，

燃料費，工場消耗品費，消耗工具器具備品費など)，労務費(賃金，給料，雑給，従業員賞与手

当，退職給付費用，福利費など)，経費(減価償却費，棚卸減耗費，福利施設負担額，賃借料，

修繕料，電力料，旅費交通費など)に分類できることや，製品との関連性により製造直接費(直
接材料費，直接労務費，直接経費)と製造間接費(間接材料費，間接労務費，間接経費)に分類で

きること，および，これらの分類を基礎として，すべての製造原価が製品単位あたりに集計さ

れることなどが，計算例などを含めて記述されている。このことは，わが国の『原価計算基準』

での製造原価要素の分類基準(『原価計算基準』8)や，その後の規定の内容を反映したものであ

るといえる。なお，いわゆる総原価に含まれる製造原価以外の項目である販売費や一般管理費

については，製品原価計算に含まないのが一般的な記述となっている。 
最後に，製品原価計算の具体的な計算方法については，すべてのテキストで，個別原価計算

と総合原価計算が紹介されている。ここで，個別原価計算と総合原価計算の区別について，前

者は個別受注生産で適用され，製造原価を個々の注文ごとに集計する方法であるのに対し，後

者は大量見込生産で適用され，一定期間の製造原価を集計する方法であると説明される場合が

多い。ただし，「例えば，受注生産企業であっても，個々の受注生産の規模が小さく，1 口の受

注量が比較的多量であるようなケースでは，総合原価計算を採用することもある。また，見込

生産企業であっても，自家用建設や試験研究用製品の製造の場合には，個別原価計算の手続を

採用することになる」(東海, 2007, p.99.)というように，個別原価計算が個別受注生産形態と対

応し総合原価計算が大量見込生産形態と対応するといった関係が，必ずしも絶対的なものでは

ないことを指摘するテキストも見受けられる。 
 以上，2008 年の直近 3 年間にわが国で出版された原価計算の代表的なテキストを基礎に，製

品原価計算に関する記述について概観してきた。結果，製品原価計算は，原価計算のテキスト

での多くの部分を占めており，(1)その目的として，財務諸表の作成，原価管理，予算管理があ

げられること，(2)その集計する原価の範囲として，すべての製造原価(直接材料費，直接労務

費，直接経費，製造間接費)が含まれること，(3)その具体的な計算方法として，個別原価計算

と総合原価計算に大別され，前者は個別受注生産形態の企業に適合し後者は大量見込生産形態

の企業に適合する傾向があること，などが記述されていた。これら知識は，細部における記述

の差異はあるとはいえ，大部分は定型化され共通の知識としての性格を有しているといえるだ

ろう。また，こうした内容は，ともに，わが国の『原価計算基準』を基礎として記述されてい
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ることも明らかとなった。 
 しかし，わが国の製品原価計算については，これら一連のテキストの内容を踏まえつつも次

の点についての検討が必要であると考えられる。それは，利用目的と製品原価計算のシステム

の関係についての記述が欠落している点である。「異なる目的には異なる原価を」という古典的

な示唆にあるとおり，原価計算はその利用目的に対して目的適合性を有していると推測できる。

だが，既存のテキストにおいて定型化された知識では，利用目的と，製品原価の範囲や計算方

法といった設計要素のそれぞれについては定型化された記述があるにもかかわらず，利用目的

と設計要素間の関係については触れられてはいないのである。 
 また，企業を取り巻く環境が『原価計算基準』を設定した時代と大きく異なること(高橋, 2005; 
新井, 2008)，因果関係のマネジメントが製造現場において重要であること(片岡, 2008)，および，

欧米のテキストにおいて製品原価計算がコストマネジメントの基礎概念として位置づけられて

いること(Hansen and Mowen, 2006; Hilton et al. 2007)を踏まえれば，現代の環境化で利用目的に

応じた製品原価計算の設計原理を明らかにすることは，実践上も意義があるといえる。それゆ

え，次節ではこの原価計算の利用目的と製品原価計算に関する直近の先行研究をレビューし，

もって，本論文で取り組むべきより具体的な課題について明示したい。 

2.2. 製品原価計算の先行研究 
 製品原価計算は，その利用目的に応じてどのように設計されるのだろうか。本節では，この

点に関連した先行研究のレビューを実施し，本論文で検討すべき具体的な課題を導出する。 
 実態調査では，製品原価計算がどのような目的で実施されているのかという問題についてす

でに検討が行われている。高橋(2004)の実態調査3によれば，製造業では，主力製品(主力製品グ

ループ)に関して，個別原価計算，総合原価計算のそれぞれが図表 2 に示すような目的(財務諸

表作成目的，原価管理目的，利益管理目的，意思決定目的)で利用されていることがわかってい

る。また，原価計算技法によって，その利用目的が異なることも記述統計レベルで明らかにさ

れている。 
 この高橋(2004)の調査は，原価計算技法とその目的を経験的に確認したという点で先駆的な

貢献があったといえる。そして，この調査の貢献をもとに次の 2 点のさらなる分析の必要性が

示唆されてもいる。1 点目は，利用目的の概念としての妥当性についての検討である。果たし

て，これら原価計算基準に従った利用目的とは，実践においても妥当な利用目的であるといえ

るのだろうか。つまり，アプリオリに利用目的を設定するのではなく，実践との整合性を注意

深く検討した上で探索的に明らかにする手続きは，より実践上の妥当性が高い利用目的を抽出

できるといえるだろう。また，2 点目として，原価計算技法とその利用目的の関係について，

記述統計での発見事実は限定的であるので，統計的により厳密に検証することの意義もあるだ

ろう。よって，これらの点は，本論文が取り扱う研究課題となる。 
 
 

表 2 原価計算の実施目的 
  1 位 2 位 3 位 4 位 

個別原価計算 原価管理  (28.4%) 利益管理／意思決定  (26.5%) 財務諸表作成  (23.5%)

総合原価計算 財務諸表作成  (66.7%) 原価管理  (63.7%) 利益管理  (57.8%) 意思決定  (52.0%) 

出典：高橋(2004)をもとに吉田ほか(2008)が作成した表から抜粋。 
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 しかし先行研究では，利用目的以外にも，製品原価計算の設計原理に体系的に影響を与える

要因として，生産環境のような技術的コンティンジェンシーの存在を指摘してもいる。生産環

境の変化が伝統的原価計算の役割に与える影響については，櫻井(1987)や李(1998)が検討を行っ

ている4。櫻井(1987)では，実態調査を通じて，FA 化が原価分類や製造間接費の配賦方法，標準

原価計算，そして直接原価計算に与える影響について検討した。また，李(1998)は，生産環境

の変化による標準原価の役割の低下に関して検討した。結果として FA 化に伴って標準原価に

よる能率管理の実施割合が低下することが明らかになった。 
 生産環境と製品原価計算システムの複雑性・精緻性との関係性についての検討も実施されて

いる(Drury and Tayles, 2005; Al-Omiri and Drury, 2007)。Drury and Tales(2005)と Al-Omiri and 
Drury(2007)では，製品原価計算システムを複数の次元で捉えて分析を実施している。例えば，

Al-omiri and Drury (2007)は，製品原価計算システムの精緻度を，(1)製造間接費の第一段階の配

賦の際に利用するドライバーの数，(2)第 2段階の配賦の際に利用するコスト・ドライバーの数，

(3)ABC／伝統的原価計算の選択，(4)直接原価計算／全部原価計算の選択の 4 つの次元によって

捉えている。そして，この研究によって，正確な原価情報の必要性，競争環境の厳しさ，JIT
生産といった要素が，洗練された原価計算システムの利用と正の関係にあることを示した。 
 このように，製品原価計算に関するいくつかの先行研究では，生産環境が製品原価計算に体

系的に影響を与えることを明らかにしている。これら事実を踏まえれば，製品原価計算システ

ムの設計原理を探求する際には，利用目的だけではなく，生産環境についての変数を考慮する

必要があるといえるだろう。 
 最後に，既存の研究では検討されていないものの，本論文で新しく検討する製品原価計算の

側面を示す。既存研究で検討されていない製品原価計算の要素はいくつかあるが，特に優先的

に検討すべき事項として，提供される原価情報がどのような職位・職務の従業員や管理者に提

供されるのか，という点を挙げることが出来るだろう。これまでに，原価計算に関していくつ

かの実態調査が実施されてきた。しかしながら，これら実態調査においては一貫して製品原価

計算によって算出された原価情報が誰に報告されているのかについては，明らかにされること

はなかった。 
 では，なぜ，原価情報の報告相手が検討すべき事項といえるのだろうか。その最たる理由と

しては，原価計算が組織のどのような階層で利用されているのかを明らかに出来る，という点

を指摘できる。利用階層を明らかにすれば，原価情報がマネジメントコントロールの一環とし

てどのように利用されているのかについての理解も深まるだろう。さらには，原価計算研究だ

けではなく，原価計算教育の側面にとっても教育・研修相手の特定などにとって有用な知見と

なりうるだろう。以上より，この原価情報の報告相手についても，本論文が取り扱う研究課題

となる。 
 ここまでの議論で取り上げられた研究課題をまとめると次のようになる。それは，原価計算

の利用目的と原価計算のシステム設計の関係についての探索である。これには原価計算の利用

目的そのものの概念の妥当性の検討も含まれる。これまで，実態調査により原価計算技法によ

ってその利用目的が異なることが確認されてきた。しかし，その関係については，統計的手法

を用いた厳密な検討があまり実施されてこなかった。そこで，原価計算システムの設計とその

利用目的の関係についてより詳細な知見を提供するためにも，この課題を本論文で検討する必

要がある。また，原価計算のシステム設計の要素としては，明らかにシステム設計上有用であ

り，かつ，すでに定型化された知識でありながら，経験的な裏づけがそれほどなされていない
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要素を取り上げる。具体的には，製品原価に含める費目の範囲と，総合原価計算と個別原価計

算の選択問題の 2 つの要素ごとに，利用目的との関係を分析する。また，原価計算システムが

提供する原価情報の報告相手についても検討の余地があることが明らかとなった。よって，こ

の「原価情報の報告相手の選択」に関しても，原価計算システムの設計要素の一つとして検証

を実施する。 
 つまり，本論文では，「製品原価の範囲」，「総合／個別原価計算の選択」，「原価情報の報告相

手の選択」といった 3 つの要素について，利用目的や生産環境との関連を探索的に分析するこ

とになる。また，これらの関連の分析に先だって，原価計算の利用目的についての概念の妥当

性の確認を実施する。 

3．研究方法とサンプルの概要 

 前節の文献レビューによって製品原価計算の利用目的や，製品原価の範囲，総合／個別原価

計算の選択，原価情報の報告相手の選択，といった製品原価計算の設計要素について，探索的

研究が必要であることが示された。そこで本節では，探索的研究を実施するための方法論につ

いて詳細を示し，また収集されたサンプルについての基本統計量を示す。 

3.1. 研究方法：郵送質問票調査の設計 
 本論文では，(1)原価計算実践についての多様なデータを収集する，(2)財務諸表作成目的では

なく工場や事業所レベルで実施されている原価計算実践を明らかにする，(3)特定の産業に偏ら

ずに広く製造業一般での原価計算実践を明らかにする，といった条件から，工場や事業所を対

象とした郵送質問票調査によるランダムサンプリングを実施する。 
 質問票開発プロセスは，次のような方法をとり研究上の妥当性の確保に努めた。まず，公認

会計士としての実務での経験を持つ大学教員 1 名を含む 3 名の大学教員が，構成概念が尺度化

されているのかを検討した。その上で，これら尺度が実践において理解可能かどうかを，実際

の工場経理で勤務中の実務家や工場でマネジャーを経験したことがある 2 名の匿名の実務家に

よりチェックした。なお，これらチェック担当者には，我々著者一同は含まれていない。この

ようにして開発された質問票の変数は次の通りである。 
 まず，原価計算の顕在機能について，次の 22 項目を設定した。つまり，1)税金の計算，2)
財務諸表の作成，3)製品ミックスの意思決定，4)棚卸資産価格の算定，5)製品開発への活用(原
価企画)，6)自製か外注の意思決定，7)経営意思決定，8)設備投資の意思決定，9)予算統制(予算

と実績の比較)，10)予算編成(予算の作成)，11)差異分析，12)原価管理，13)本社・事業本部など

への報告，14)作業管理者の管理，15)作業員の管理，16)納期管理，17)在庫管理，18)品質管理，

19)内部振替価格の決定，20)内部振替価格の交渉，21)販売価格の決定，22)販売価格の交渉，の

22 項目である。これら項目は，1 (全く重要な利用目的ではない) － 7 (非常に重要な利用目的

である)，および 0 (わからない，欠損値扱い)という 7 段階リカートスケールで測定した。ここ

では，既存の教科書や論文で指摘されている原価計算の利用目的だけではなく，一見原価計算

の利用目的とは思われないような，なるべく多様な要因を列挙している。 
 続いて，製品原価の範囲については次の 12 項目を設定した。つまり，1)材料費，2)労務費，

3)償却費，4)外注加工費，5)保険料，6)備品･消耗品費，7)水道光熱費，8)工場事務･管理費，9)
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本社管理費，10)販売費，11)物流費，12)金利，である。これらは，製品原価に参入するか否か

の 2 択で回答を求めている。これら項目についても，本論文が探索的なものであるという性格

を反映して，一般には製品原価に参入されることがない項目を含んでいる。さらに，回答者の

利便性を重視した結果，これら項目は教科書的な語句の正確性ではなく，実務における通称を

用いて表現するようにしている。 
 そして，総合原価計算か個別原価計算かという項目については，実務においてこれらの言葉

が正確に普及していることを担保出来ないため，次のような質問項目を設定した。つまり，総

合原価計算については「一定期間ごとに製品原価を計算する(総合原価計算)」，個別原価計算に

ついては「製品を一定単位生産するたびに原価を計算する(個別原価計算)」，という形式で選択

肢を提示している。なお，「両者を併用している」および「わからない(欠損値扱い)」という項

目も設定した。 
 これら原価計算情報の報告相手については，次の 4 者について報告しているか否かの回答を

求めている。つまり，1)親会社，2)本社，3)工場長，4)職長など工程管理者，である。 
 これら主要な変数以外にも，統制変数としていくつかの質問項目を設定している。それらは，

工場や事業所の技術的な環境を明らかにするために，生産管理会計の先行研究で多用されてき

たという(Hansen and Mouritsen, 2007)，Banker et al.(1993)の現代製造実務尺度や，それ以外にも，

工程レベルでの相互依存性を測定するための尺度，規模を統制するための製造に関わる従業員

数，工場建物のべ床面積，上場企業か否か，といった項目である。 

3.2. サンプリングとサンプルの概要5 
 サンプリングは，次のように実施した。まず，データフォーラム社製『工場ガイド西日本 I
改訂第 2 版(CD-ROM 版)』に掲載されていた，従業員数 100 人以上で，明石市，神戸市，芦屋

市，西宮市，尼崎市，といういわゆる阪神工業地区に所在する，倉庫や卸拠点を除く製造活動

を実施していると推定される 399 の工場・事業所を選定した。これら工場・事業所に対して，

2008 年 2 月 19 日に郵送質問票を送付した。当初の締め切りは 2008 年 2 月 29 日を設定した。 
 回収率を改善するためだけではなく，非回答バイアスを低減するためにも，この調査では次 
 

 
表 3 サンプリングの概要 

(3.1)工場・事業所の選択 
 送付先工場・事業所数     399 
 回答工場・事業所数(回答率：26.8%)    107 
 うち，質問の過半数に未回答の工場・事業所   (10)  
 最終的な分析対象サンプル(有効回答数)      97 
 
(3.2)回答者の職位 
 社長，取締役など      8  (8.2%) 
 事業所長級(事業部長，工場長など)    8 (8.2%) 
 部長級(社長室長，マネジャーなど)    17 (17.5%) 
 課長級(部長代理，次長など)     31 (32.0%) 
 係長級(課長代理，主任，主査など)    15 (15.5%) 
 一般社員など      9 (9.3%) 
  (欠損値)       9   (9.3%)  
        合計  97 (100%) 
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表 4 サンプルの基本統計量 
 

平 均 標準偏差 
第１ 

四分位 
中央値 

第３ 
四分位 

総従業員数 416.8 766.35 90.5 175 335 
製造従事者数 278.3 571.46 40 120 200 
建物のべ床面積(平米) 39015 120183 3134.5 11250 29250 
竣工年 1968.5 38.13 1955.25 1977 1990.5 
株式上場企業 30 %     
東証一部上場企業 21 %     

 
 

表 5 非回答バイアスの検定 
(5.1)産業別回答数と非回答バイアスの検定 

産業分類 送付数 (%) 有効数 (%) 
食品・タバコ 88 (22.1) 25 (25.8) 
繊維・衣服 12 (3.0) 4 (4.1) 
金属製品 35 (8.8) 7 (7.2) 
一般機械 50 (12.5) 16 (16.5) 
パルプ・紙 14 (3.5) 0 (0) 
化学 40 (10.0) 8 (8.2) 
医薬品 11 (2.8) 0 (0) 
ゴム製品 8 (2.0) 3 (3.1) 
鉄鋼 12 (3.0) 6 (6.2) 
ガラス・土石製品 16 (4.0) 3 (3.1) 
非鉄金属 12 (3.0) 4 (4.1) 
電気機器 36 (9.0) 8 (8.2) 
輸送用機器 33 (8.3) 5 (5.2) 
精密機器 12 (3.0) 2 (2.1) 
その他 20 (5.0) 6 (6.2) 
合計 399 (100%) 97 (100%) 

   適合度検定は，χ2 = 19.911, 自由度 = 14, Pr >χ2 = 0.133。 
 
 
(5.2)締め切り前後の有効回答企業のプロフィールと非回答バイアスの検定 

 
締め切り

前平均値 
締め切り

後平均値
平均の差 

t 検定 
(Pr > t) 

ウィルコクスン検定 
(Pr > Z) 

総従業員数 470.55 333.89 136.66 0.336 0.934 
製造従事者数 324.54 210.89 113.65 0.297 0.920 
建物のべ床面積 34141 45765 –11624 0.742 0.209 
竣工年 1968.5 1968.5 –0.04 0.995 0.358 

なお，非回答工場・事業所のプロフィールについて信頼できる情報が入手できなかったため，次善

策として第一回の締め切り後の回答サンプルを非回答工場・事業所の代理変数として用いている。 
 
 
の 3 点の措置を行っている。1 点目は，送付時点で調査御礼として 500 円分の図書カードを同

封したことである 6。2 点目は，回答者の利便性を向上するために，質問票は質問紙と

CD-R(Microsoft 社製 Office Excel ファイル)の 2 種類を同封し，いずれかの方法での回答を要請

したことである。3 点目は，2 月 29 日当日までに返送いただけなかった工場・事業所を対象に，

3 月 15 日まで締め切りを延長した旨を記載した督促状の葉書を送付したことである。 
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 このようにしてサンプリングされたサンプルは，最終的に 97 となった。サンプル選択や回答

者の情報は表 3 のようになった。また，サンプルの基本統計量は表 4 の通りである。データベ

ース上は 100 人程度と記載された工場・事業所の多くは，実際には 100 名を下回る程度の従業

員数となった。 
 阪神工業地区という地域的限定と，データベース上の 100 人以上という規模的制約が送付先

にあるとはいえ，サンプルが送付先対象を偏りなく代表しているのかどうかについての非回答

バイアスについても検討する必要があるだろう。産業別のバイアスや規模などの基本統計量に

よるバイアスの存在について検定を行ったが，表 5 にあるようにバイアスは検出されなかった。

なお，質問紙かエクセルファイルかといった回答方法によってバイアスが存在するかどうかに

ついても産業別バイアス，基本統計量によるバイアスの存在について同様の分析を実施したが，

やはりバイアスは検出されなかった。以上より，これらサンプルは研究対象をよく代表してい

るといえるだろう。 
 また，これらサンプルの製品原価計算の実施状況は次の表 6 の通りである。表 6 にあるよう

に 7 サンプルは原価計算を全く実施していなかった。よって，以後の分析では，これらサンプ

ルを除いた分析となる。また，原価計算の実施の有無については規模変数が影響を与えている

ことも示された。 
 
 

表 6 製品原価計算の実施状況 
(6.1)産業別の実施状況 

産業分類 実施せず 不定期に実施 定期的に実施 
食品・タバコ 1 1 21 
繊維・衣服 0 0 3 
金属製品 1 1 5 
一般機械 0 2 14 
パルプ・紙 0 0 0 
化学 2 1 5 
医薬品 0 0 0 
ゴム製品 0 0 3 
鉄鋼 0 1 4 
ガラス・土石製品 1 0 1 
非鉄金属 0 0 4 
電気機器 1 0 6 
輸送用機器 1 1 3 
精密機器 0 0 2 
その他 0 0 6 
合計 7 (7.7 %) 7 (7.7 %) 77 (84.6 %) 

 統計量は χ2 = 20.279,  自由度 = 24,  Pr >χ2 = 0.681。欠損値は n = 6。 
 
(6.2)定期的な実施グループと，実施せず／不定期に実施グループとの比較 

 
定期実施 
グループ 
平均値 

その他 
グループ 
平均値 

平均の差 
t 検定 
(Pr > t) 

ウィルコクスン

検定 
(Pr > Z) 

総従業員数 463.07 317.29 145.78 0.473 0.792 
製造従事者数 311.89 126.00 185.89 0.034** 0.599 
建物のべ床面積 46604 6141 40463 0.037** 0.099* 
竣工年 1967.4 1962.4 4.9 0.658 0.393 

 *, p<0.1; **, p<0.05; ***, p<0.01 
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4．分析結果 

 本節では，研究課題を解決するため，2 段階にわけて分析を行う。まず，1 段階目では探索的

因子分析を実施することで，工場や事業所レベルで期待されている製品原価計算の利用目的を

明らかにする。これは，先行研究が採用していた利用目的の妥当性についての検証である。そ

して，2 段階目の分析では，これら利用目的や技術変数といったコンティンジェンシー要因が，

製品原価計算の設計要素にどのように影響するのかについて，一連の回帰分析によって検証す

る。なお，分析対象となる製品原価計算の設計要素は，(1)製品原価の範囲，(2)総合／個別原価

計算の選択，(3)原価情報の報告相手，の 3 点である。分析においては，一貫して 5%の有意水

準によって，影響の有無を判断している。 

4.1. 製品原価計算の利用目的：探索的因子分析 
 工場や事業所といったレベルでは，製品原価計算に一体どのような利用目的を想定している 
 

表 7 製品原価計算の利用目的についての探索的因子分析 
 情報提供

機能 
会計管理

機能 
課業管理

機能 
振替価格

設定機能

販売価格

設定機能 
 平均

値 
標準

偏差

税金の計算 0.787      4.70 2.20
財務諸表の作成 0.737      5.96 1.67
製品ミックスの意思決定 0.639      4.82 1.97
棚卸資産価格の算定 0.618      6.15 1.51
製品開発への活用 
(原価企画) 

0.581     
 

5.22 1.78

自製か外注の意思決定 0.534      5.28 1.86
経営意思決定 0.490      5.99 1.36
設備投資の意思決定 0.443      5.56 1.73
予算統制 
(予算と実績の比較) 

 0.984    
 

6.01 1.41

予算編成(予算の作成)  0.884     6.10 1.31
差異分析  0.815     5.89 1.47
原価管理  0.462     6.39 1.05
本社・事業本部などへの報告  0.439     6.12 1.43
作業管理者の管理   0.965    4.11 2.10
作業員の管理   0.885    4.34 2.03
納期管理   0.784    4.14 2.11
在庫管理   0.672    5.28 1.91
品質管理   0.545    4.47 2.01
内部振替価格の決定    0.968   4.31 2.02
内部振替価格の交渉    0.921   4.23 2.02
販売価格の決定     0.994  5.66 1.50
販売価格の交渉     0.880  5.54 1.60
因子間の相関 １ 1.000        
       ２ 0.477 1.000       
       ３ 0.445 0.422 1.000      
       ４ 0.181 0.111 0.370 1.000     
       ５ 0.236 −0.023 0.217 0.187 1.000    
主因子，プロマックス法。因子負荷量は 0.4 以上を記載。なお，各顕在項目は 1(全く重要な利用目的ではない)
－7(非常に重要な利用目的である)，および 0(わからない，欠損値扱い)という 7 段階リカートスケールで測定。 
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のだろうか。ここでは，前節であげた 22 の顕在項目について，探索的な因子分析を実施するこ

とによって，工場や事業所レベルで期待されている製品原価計算の利用目的についての潜在的

な因子を抽出することを試みる。これら因子分析の結果は，表 7 のようになった。 
 表 7 から，製品原価計算の利用目的について，5 つの潜在因子が存在することが明らかとな

った。第 1 因子では，工場や事業所に所属する会計担当者が，他の部門(本社経理部門，企画部

門，研究開発部門)へ原価情報を提供するために製品原価を計算するという共通点を持つ顕在項

目が集約した。よって，これを製品原価計算の「情報提供機能(変数名：INFOSUP)」と呼ぶ。

第 2 因子では，予算関連項目や原価管理関連項目のような工場や事業所内で実践される一般的

な管理会計実務に関する顕在項目が集約した。第 3 因子の命名との兼ね合いもかねて，これを

製品原価計算の「会計管理機能(変数名：ACCCTRL)」と呼ぶ。第 3 因子では，一般に管理会計

の枠外で実施されていると考えられるタスクコントロールに関連する項目が集約した。ここで

は，これを製品原価計算の「課業管理機能(変数名：TASKCTRL)」と呼ぶことにする。第 4 因子

及び第 5 因子は，振替価格と販売価格のそれぞれについての決定や交渉への利用が集約したた

め，それぞれ「振替価格設定機能(変数名：INPRICING)」，「販売価格設定機能(変数名：PRICING)」
と名付けた。 
 これら，5 つの製品原価計算の期待機能は既存の文献で定型化された知識とどのように関連

付けることが出来るだろうか。「情報提供機能」という利用目的は，工場・事業所レベルを対象

とした調査だったが故に明らかになった項目である。この項目は，既存のテキストなどが想定

していた利用目的のうち，「基本計画目的」との関連が強いのだが，完全に一致していない理由

としては，工場・事業所という調査レベルによるところが大きいのだろう。また，「会計管理」

は，『原価計算基準』が想定する「予算管理目的」と「原価管理目的」が集約されたものとなっ

た。そして，「課業管理機能」という利用目的が，これら「会計管理機能」とは異なる次元の利

用目的であった点から，オペレーション・マネジメントにおける原価情報の利用は，会計管理

機能とは比較的独立した概念であることが示唆された。価格決定については「販売価格決定機

能」と「振替価格決定機能」が異なる次元として示された。これは，『原価計算基準』が指摘す

る「価格決定目的」と「基本計画目的」にそれぞれ対応して，それぞれの価格決定機能が抽出

されたからとも考えられる。 
 結局，これら探索的因子分析によって抽出された 5 つの利用目的は，『原価計算基準』が想定

している利用目的と異なっているというよりは，それら利用目的を仕切りなおしたという側面

があるのかもしれない。とはいえ，これまで規範的な議論において想定されてきた利用目的に

ついて，その概念の妥当性を探索的因子分析によって検証したことで，より頑健かつ実証的な

根拠を示すことが出来たといえよう。 
 それでは，工場や事業所における 5 つの利用目的は，実際の製品原価計算の設計要素にどの

ように影響を与えるのだろうか。次項では，これら利用目的や複数の統制変数が，原価計算の

設計要素に与える影響を回帰分析によって検証する。 

4.2. 製品原価計算の設計要素：回帰分析 
 製品原価計算の設計要素である，製品原価の範囲，総合／個別原価計算の選択，原価情報の

報告者の選択，の 3 点について，ここではその規定要因を探索するための回帰分析を実施する。

規定要因としては，先の探索的因子分析で明らかになった 5 つの期待機能の項目平均値と，複

数の統制変数を採用する。統制変数は，規模の代理変数である製造に関与する従業員数の対数
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変換値(変数名：SIZE)，労働集約度の変数として(製造に従事する従業員数)／(建物のべ床総面

積)の値(変数名：LABORINT)，何らかの証券取引所に上場していれば 1 をとるダミー変数(変数

名：LISTED)，Banker et al. (1993)による現代製造実務尺度(変数名：MMNF)，そして工程レベル

の相互依存性の測定尺度(変数名：INDEP)である。現代製造実務尺度と工程レベルの相互依存

性尺度の基本統計量は表 8 および表 9 の通りである。そして，分析に使用する説明変数の記述

統計は，表 10 において基本統計量及び相関分析表によって示している。 
 
4.2.1 製品原価の範囲 
 まずは，製品原価の範囲についての回帰分析を行う。被説明変数は，1)材料費，2)労務費，

3)償却費，4)外注加工費，5)保険料，6)備品･消耗品費，7)水道光熱費，8)工場事務･管理費，9)
本社管理費，10)販売費，11)物流費，12)金利，の 12 項目のうち何項目を製品原価に含めるのか

という計数データである。この計数値の平均は 7.06，標準偏差は 2.04，中央値は 7，第 1 四分

位は 6，第 3 四分位は 8 となった。それぞれの項目について，製品原価に採用しているものの

内訳は，図 1 のようになっている。 
 計数値を被説明変数として，5 つの機能および 5 つの統制変数を説明変数として回帰分析を

行う7。分析は通常の OLS による推定の他に，ポワソン回帰による推定も実施している。これ

は，被説明変数が計数データであるとき，OLSでは一致性や不偏性が担保されないためである。

だが，被説明変数は同一事象の発生回数ではなく複数の項目についての採用個数の計数データ

であるためポワソン回帰が想定している状況とは厳密に異なる。結局，OLS とポワソン回帰を

併用して分析結果の解釈を行うのが妥当であると判断し，ここでは両者を用いて推定を行うこ

ととする。これら推定結果は表 11 のようになった。 
 分析結果より，製品原価の範囲に影響を与える要因として，課業管理機能と製品原価の範囲

が負の関係にあったということが明らかとなった。これは，課業管理のため従業員の努力の成

果を測定する上で，製品原価の範囲を拡大すると，努力以外の要因が製品原価を変動させてし

まい，結果として課業管理に原価情報が不適当になってしまうためだろう。 
 
 

表 8 現代製造実務尺度 
質問項目の記述統計 

質問項目 
平均値 標準偏差

生産に関する改善活動の際に，チームのメンバー全員から意見を集めるように努

める 
5.11 1.50 

作業員はほとんどの作業を管理者の指示を仰ぐことなくこなす 4.55 1.32 
作業員は多様な作業・工程に対応出来るように訓練されている 4.75 1.16 
工場は問題を解決するためにチーム・小集団を組織する 5.10 1.72 
作業員は新しい技能・資格を身につけると報酬が増える 3.94 1.69 
過去の数年間，多くの生産に関する問題は小集団によって解決されてきた 4.35 1.58 
生産計画は作業員に毎日伝達される 5.55 1.39 
この工場は作業員自身が意思決定するのに適している 3.92 1.30 
管理者の決定がないと作業員はほとんど作業が出来ない(R) 5.33 1.30 
クロンバックの α は 0.640。各項目は，「全く異なる(1)」から「全くその通り(7)」の７点リカートスケールに

て測定。(R)は逆転項目であり，統計量は逆転済み。 
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表 9 工程レベルの相互依存性尺度 
質問項目の記述統計 

質問項目 
平均値 標準偏差

ある工程の生産に関する問題によって，前後の工程の生産活動は停止する 4.63 1.66 
ある工程で問題が発生したとき，前後の工程の作業員がすぐに補助に入る 5.19 1.23 
ある工程の作業改善によって，前後の工程の生産能率も向上する 4.69 1.89 
製品需要の変動は，全ての工程の作業計画に毎日反映されている 4.30 1.36 
クロンバックの α は 0.668。各項目は，「全く異なる(1)」から「全くその通り(7)」の７点リカートスケールに

て測定。 
 

表 10 変数の記述統計 
(10.1)変数の基本統計量 

 平均値 標準偏差 第 1 四分位 中央値 第 3 四分位 
INFOSUP 5.419 1.221 4.625 5.75 6.25 
ACCCTRL 6.182 1.004 5.4 6.6 7 
TASKCTRL 4.447 1.646 3.4 4.4 5.8 
INPRICING 4.257 2.006 3 4 6 

PRICING 5.610 1.530 4.5 6 7 
MMNF 4.746 0.727 4.222 4.667 5.167 
INDEP 4.722 1.107 4.000 4.500 5.500 
SIZE 4.821 1.197 4.042 4.868 5.298 

LISTED 0.302 0.462 0 0 1 
LABORINT 0.016 0.016 0.007 0.011 0.018 

 
(10.1)変数間の相関分析表 

  (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) 
INFOSUP (1) 1         
ACCCTRL (2) 0.52 1        
TASKCTRL (3) 0.44 0.40 1       
INPRICING (4) 0.33 0.23 0.32 1      

PRICING (5) 0.20 0.03 0.07 0.07 1     
MMNF (6) 0.26 0.38 0.16 0.22 -0.01 1    
INDEP (7) 0.28 0.21 0.27 0.09 -0.09 0.52 1   
SIZE (8) 0.26 0.08 -0.12 0.02 -0.07 -0.00 -0.11 1  

LISTED (9) 0.24 0.15 -0.11 -0.00 -0.24 0.01 0.05 0.35 1 
LABORINT (10) -0.02 0.02 0.10 0.02 0.08 -0.12 -0.13 0.27 -0.02 

INFOSUP は原価計算の情報提供機能，ACCCTRL は原価計算の会計管理機能，TASKCTRL は原価計算の課業管

理機能，INPRICING は原価計算の振替価格設定機能，PRICING は原価計算の販売価格設定機能，MMNF は現

代製造実務，SIZE は工場・事業所の製造に携わる従業員数を(自然対数による変換済)，LISTED は証券取引所

へ上場している企業ならば 1 をとるダミー変数，LABORINT は労働集約度であり工場・事業所の建物延べ床面

積(平米)当たりの製造に関わる従業員数によって算出している。なお， SIZE および LABORINT の欠損値には

それぞれ中央値を代入して処理している。ただし，分析においては，主要な変数が欠損値の場合は，リストご

と除外されている。 
 
4.2.2 総合原価計算・個別原価計算の選択 
 続いて，総合原価計算と個別原価計算の選択問題について分析を行う。ここでは，総合原価

計算，個別原価計算の 2 択ではなく，両者の併用も含む 3 択についての回帰分析となる。その

ため，推定方法は多項ロジット回帰となる。被説明変数の原価計算形態では，総合原価計算を

採用する工場・事業所が 35，個別原価計算を採用する工場・事業所が 28，両者を併用している

工場・事業所が 19，欠損値が 15 だった。先ほどと同様の説明変数群で回帰分析を実施した結
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図 1 項目別の製品原価への参入割合 

 

表 11 製品原価範囲の決定要因  
製品原価に含める項目数 

OLS ポアソン回帰 
   係数 t 値  係数 z 値 

INFOSUP 0.033 0.12 0.006 0.12 
ACCCTRL 0.546 1.74* 0.077 1.47 
TASKCTRL -0.453 -2.52** -0.064 -2.34** 
INPRICING 0.258 1.84* 0.037 1.53 

PRICING 0.264 1.44 0.035 1.21 
MMNF -0.245 -0.43 -0.038 -0.5 
INDEP -0.082 -0.29 -0.009 -0.23 
SIZE 0.514 2.02* 0.072 2.02** 

LISTED -0.704 -1.11 -0.102 -1.1 
LABORINT -24.651 -1.4 -3.524 -0.98 
(定数項) 2.332 0.87* 1.287 3.22*** 

R2 0.378 - 
adj_R2 0.132 - 

対数尤度 - -102.67 
pseudo R2 - 0.036 

INFOSUP は原価計算の情報提供機能，ACCCTRL は原価計算の会計管理機能，TASKCTRL は原価計算の課業管

理機能，INPRICING は原価計算の振替価格設定機能，PRICING は原価計算の販売価格設定機能， MMNF は現

代製造実務，INDEP は工程レベルの相互依存関係，SIZE は工場・事業所の製造に携わる従業員数(自然対数に

よる変換済)，LISTED は証券取引所へ上場している企業ならば 1 をとるダミー変数，LABORINT は労働集約度

である。なお， SIZE および LABORINT の欠損値にはそれぞれ中央値を代入して処理している。ただし，分析

においては，主要な変数が欠損値の場合はリストごと除外されている。推定方法は OLS とポアソン回帰。ポ

アソン回帰は 10000 回のブートストラップにより推定を実施している。***, p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。R2 は

決定係数，adj_R2 は自由度調整済み決定係数。 



 

 15

果は，表 12 のようになった。 
 これら分析結果より，特に総合原価計算と個別原価計算を単独で用いるとき，その選択を決

定する要因について，次の 3 つを特定できた8。まず，製品原価計算の情報提供機能と総合原価

計算の採用は正の関係にある。逆に，製品原価計算の会計管理機能と個別原価計算の採用は正

の関係にある。そして，JIT や TQM に特徴付けられる現代製造実務は総合原価計算と正の関係

にあるといえる。なお，最尤法による推定のため，決定係数は擬似的なものしか算出されない

が，その説明力は 24%程度であり，モデル全体の説明力は低いといえるだろう。 
 情報提供機能と総合原価計算の採用が正の関係にあったのは，総合原価計算が一定期間に区

切って期間損益計算を行うという性格を持つことに起因するといえる。経常的に情報提供を行

う上では，製品のロット単位での原価計算よりは，期間単位での原価計算のほうが適している

のかもしれない。また，会計管理機能と個別原価計算の採用が正の関係にあったのは，ロット

単位での原価計算の実施が，管理のための採算計算により適合的であったからだと考えられる。

そして，現代製造実務と総合原価計算の採用が正の関係にあったのは，原価計算の性質という

よりは，総合原価計算の採用が適しているとされる見込生産において，より現代製造実務が実

践されているからと解釈できるだろう。 
 
4.2.3 原価情報の報告相手  
 最後に，計算された製品原価情報が誰に報告されるのかについて分析を行う。親会社，本社，

工場長，職長の 4 者の報告相手について，報告しているときは 1，さもなくば 0 という 2 値変

数を割り当て，被説明変数とする。そのため，回帰分析における推定方法はロジット回帰とな

る。なお，それぞれの報告率は，親会社 12.9%，本社 67.1%，工場長 63.5%，職長 32.9%だった。 
 

表 12 原価計算システム選択の分析結果 
 Choice(Process/Job) Choice(J-P/Job) Choice(J-P/Process) 
 係数 z 値 係数 z 値 係数 z 値 

INFOSUP 1.386  1.99** 1.240 1.77* -0.146  -0.33 
ACCCTRL -1.667  -2.23** -1.519 -1.90* 0.148  0.28 
TASKCTRL -0.176  -0.56 -0.308 -0.85 -0.132  -0.43 
INPRICING -0.562  -1.80* -0.335 -1.01 0.227  0.87 

PRICING 0.056  0.16 0.064 0.17 0.008  0.02 
MMNF 2.318  2.07** 1.408 1.06 -0.910  -0.8 
INDEP -0.169  -0.36 -0.577 -1.13 -0.407  -0.81 
SIZE -0.493  -0.95 -0.695 -1.11 -0.202  -0.39 

LISTED 1.138  0.89 -0.562 -0.4 -1.700  -1.52 
LABORINT 1.211  0.05 -89.108 -1.37 -90.319  -1.39 
(定数項) -0.273  -0.05 6.898 1.01 7.171  1.25 

対数尤度 -39.35 
pseud R2 0.237 

被説明変数の Choice(Process/Job)は個別原価計算から総合原価計算が，Choice(J-P/Job)は個別原価計算から両者

の併用が，Choice(J-P/Process)は総合原価計算から両者の併用が選択されることをそれぞれ示している。

INFOSUP は原価計算の情報提供機能，ACCCTRL は原価計算の会計管理機能，TASKCTRL は原価計算の課業管

理機能，INPRICING は原価計算の振替価格設定機能，PRICING は原価計算の販売価格設定機能，MMNF は現

代製造戦略，INDEP は工程レベルの相互依存関係， SIZE は工場・事業所の製造に携わる従業員数(自然対数

による変換済)，LISTED は証券取引所へ上場している企業ならば 1 をとるダミー変数，LABORINT は労働集約

度である。なお， SIZE および LABORINT の欠損値にはそれぞれ中央値を代入して処理している。推定方法は

多項ロジット回帰。***, p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。pseud R2 は多項ロジット回帰における擬似的決定係数。 
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分析の結果は，表 13 のとおりとなった。 
 これら分析結果より，特に本社と職長の 2 者を報告相手として選択する要因が特定できた。

まず，工場長に対して原価情報を報告することは，製品原価計算の課業管理機能と正の関係に

あった。これは，課業管理を実施する際に原価情報を持ちいるならば，管理責任者である工場

長に情報を提供するという実践を反映したものであるといえる。また，職長に原価情報を報告

することは，現代製造実務と正の関係にあった。この点については，これまで生産の現代化に

伴い原価情報の有用性が低下するのではないかという逸話に対して，むしろ原価情報の利用形

態が変化するという証拠を提示しており興味深いものといえるだろう。JIT や TQM に代表され

る現代製造実務では，よりオペレーションに近い場所で原価情報が活用されている可能性が示

唆されているともいえる。 
 

表 13 原価情報の報告相手の決定要因  
親会社 本社 工場長 職長 

   係数 t 値   係数 t 値  係数 t 値  係数 t 値 
INFOSUP 1.418  1.25 0.824 1.42 -0.475 -1.15 -0.130  -0.29 
ACCCTRL 2.516  1.75* -0.678 -1.19 -0.210 -0.42 0.398  0.7 
TASKCTRL 0.157  0.27 -0.505 -1.67* 0.647 2.10** 0.226  0.86 
INPRICING -1.257  -1.53 0.044 0.18 -0.095 -0.45 -0.203  -0.92 

PRICING 1.216  1.46 -0.427 -1.36 -0.006 -0.02 0.241  0.79 
MMNF -1.065  -0.72 1.228 1.37 -1.213 -1.25 2.395  2.21** 
INDEP 1.193  1.11 -0.624 -1.39 0.343 0.71 -0.642  -1.29 
SIZE -0.388  -0.39 -0.161 -0.42 0.732 1.88* 0.046  0.1 

LISTED -2.713  -1.21 -1.029 -0.98 -0.295 -0.31 0.914  0.87 
LABORINT -98.234  -1.23 18.779 0.73 -8.233 -0.24 20.065  0.73 
(定数項) -26.910  -1.69* 4.185 1.00 2.642 0.63 -12.446  -2.69*** 
対数尤度 -10.185 -23.947 -23.859 -23.014 
pseud_R2 0.537 0.164 0.195 0.197 

被説明変数はそれぞれ報告する場合は 1 を，それ以外は 0 をとるダミー変数を示している。INFOSUP は原価

計算の情報提供機能，ACCCTRL は原価計算の会計管理機能，TASKCTRL は原価計算の課業管理機能，INPRICING
は原価計算の振替価格設定機能，PRICING は原価計算の販売価格設定機能，INDEP は工程レベルの相互依存

関係，MMNF は現代製造戦略，SIZE は工場・事業所の製造に携わる従業員数(自然対数による変換済)，LISTED
は証券取引所へ上場している企業ならば 1 をとるダミー変数，LABORINT は労働集約度である。なお， SIZE
および LABORINT の欠損値にはそれぞれ中央値を代入して処理している。推定方法はロジット回帰。***, 
p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。pseud R2 はロジット回帰における擬似的決定係数。 

5．結論 

 ここまで，製品原価計算を研究対象として，その利用目的および設計要素の規定要因につい

ての探索的な分析を実施してきた。ここでは本論文のむすびとして，まず発見事実を要約し，

続いて本研究の貢献と課題を指摘し，最後に今後の研究の方向性を議論する。 
 本論文では，原価計算の利用目的や生産環境のような要素が，原価計算システムの設計要素

にどのような影響を与えるのかを探索的に分析してきた。ここで，利用目的については，その

概念の妥当性を検討するため，事前に利用目的を設定するのではなく，探索的因子分析により

利用目的を導出している。また，原価計算システムの設計要素としては，製品原価の範囲，総

合／個別原価計算の選択，原価情報の報告者の選択，の 3 点を取り上げた。数ある設計要素の
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うちこれらを選択したのは，比較的重要な設計要素であり，テキストでは定型化された知識と

して記載されているにもかかわらず，経験的な裏づけが不足していた要素だからである。 
 探索的因子分析と回帰分析によって，発見された事実は，次の 7 点である。 
 
1. 製品原価計算の工場・事業所レベルの利用目的として抽出された潜在因子は，「情報提供機

能」，「会計管理機能」，「課業管理機能」，「振替価格設定機能」，「販売価格設定機能」の 5
つである 

2. 製品原価の範囲は，課業管理機能とは負の関係がある 
3. 総合原価計算と個別原価計算のいずれかを単独で用いるとき，情報提供機能と総合原価計

算の採用は正の関係にある 
4. 総合原価計算と個別原価計算のいずれかを単独で用いるとき，会計管理機能と個別原価計

算の採用は正の関係にある 
5. 総合原価計算と個別原価計算のいずれかを単独で用いるとき，TQM や JIT によって特徴付

けられる現代製造実務は総合原価計算の採用と正の関係にある 
6. 工場長に対して原価情報を報告することは，課業管理機能と正の関係にある 
7. 職長に対して原価情報を報告することは，現代製造実務と正の関係にある 
 
 これら事実は，製品原価計算がその利用目的に応じて設計されるという目的適合的な性格を

持っているということの，実証的な証拠を提供している。また，利用目的だけでなく，現代製

造実務のような生産環境も製品原価計算の設計に体系的な影響を与えるという，先行研究の知

見と整合的な結果も提供している。 
 このような発見事実は，次の 3 点の研究上・実践上の貢献を果たしたといえる。まず 1 点目

は，工場・事業所といったレベルでの原価計算システムの設計問題が，まだまだ研究上も実務

上も重要な問題であるにもかかわらず未解決の課題が多くの残された領域であり，その課題を

我々研究者が部分的にであれ解決可能であることを示した点である。2 点目は，工場・事業所

レベルでの調査を実施したことにより，新しい実態調査の知見を付け加えることが出来た点で

ある。3 点目は，製品原価計算の諸要素とそれを取り巻く種々の要素がどのような統計的関係

にあるのかを明示した点である。特にこの点は，テキストで定型化された製品原価計算の様々

な知識の間に，どのような関係があるのかについての追加的な知見を提供できたという意味で，

本論文の重要な貢献であるといえるだろう。 
 もちろん，このような貢献を果たしたとはいえ，本論文にも限界がある。その最たるものは，

本論文が採用した探索的なアプローチに起因するものである。つまり，本論文は，原価計算シ

ステムの様々な要素が，それを取り巻く要素とどのような関係にあるのかを統計的に分析して

いるのだが，なぜ，そのような関係が見られるのかについて理論的な説明を全く実施していな

い。今後の研究では，製品原価計算のシステム設計の要素ごとに，説明理論を構築していくこ

とが望まれる。 
 また，理論志向の研究の必要性以外にも，より拡大した原価計算システムの設計要素につい

て分析を実施していく必要もあるし，環境要因や技術要因について本論文が見落としていたも

のがまだまだあるだろう。そこで，今後の研究の方向性としては，ABC に限らず広範な製品原

価計算という領域が，まだまだ広大なフロンティアであることを認識した上で，徐々に本論文

のような研究を拡大させ知見を積み重ねていくということになる。 
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1 例えば，2006 年から実施された新公認会計士試験の「管理会計論」においては，原価計算領域がその出題

範囲の半数を占めている。詳細は，公認会計士・監査審査会のウェブサイト(http://www.fsa.go.jp/cpaaob/ 
index.html，2009 年 1 月現在)などを参照されたい。 

2 原価計算を主に取り扱う 2 学会(日本管理会計学会，日本原価計算研究学会)の直近 2008 年度の全国大会の

学会報告においても，原価計算に関する報告は全体の 10%未満だった。このことからも，研究者の関心と

教育内容に差異が存在することが読み取れる。 
3 高橋(2004)は，東証一部上場の製造企業 824 社とサービス・非製造業 690 社の計 1,514 社対象の原価計算・

原価管理に関する実態調査である。 
4 生産環境と ABC の採用との関係についての分析も実施されている(Bjornenak, 1997; Hoque, 2000)。これら

は，原価構造，製品の多様性，JIT 生産，FA 化といった生産環境などが ABC の採用に与える影響について

検討している 。Bjornenak(1997)では，間接費率が高い原価構造のとき，あるいは製品の多様性が低いとき，

競争環境が比較的穏やかであるときに ABC が採用されることを明らかにした。また， Hoque (2000)は，JIT
生産の導入と ABC の導入が負の関係に，FA 化と ABC の導入が正の関係にあることをつきとめている。 

5 本項での報告事項は，加登ほか(2008)にもとづいたものである。 
6 このような形での謝礼は公的な研究費を用いることが出来るかどうかの判定が難しかったため，これらの

購入代金は私費で賄っている。 
7 相関係数が 0.5 を超える変数が含まれるために，回帰分析の際に多重共線性による誤った推定が実施され

る疑いがある。そこで，説明変数間の分散拡大係数(VIF)を算出したところ，最大で 1.82，平均で 1.60 で

あり，これら変数による回帰分析による推定には，ほとんど問題がないことが明らかとなった。 
8 なお，レビューで示されたように，総合／個別原価計算の選択に影響を与えるものとして受注生産比率が

想定できる。ただし，この点については質問票内で多くの工場・事業所が社外秘としており，結果として多

くの欠損が出たため分析に含めることが出来なかった。ただし，欠損ではなく，かつ，総合・個別原価計算

を単独で用いている 51 の工場・事業所群での差の検定を実施したところ，Wilcoxon の順位和検定，t 検定

のいずれでも，受注生産比率については 1%水準で有意な差が観察された。これは，個別原価計算と受注生

産が正の関係にあることを示しており，従来の定説を支持するものである。 


